
-23- 

 

 

図 2.4.7 下水道の被害状況 
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図 2.4.8 交通機関の復旧状況 
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2.5 原子力発電所事故とその影響 

東京電力福島第一原子力発電所において、大地震が原因で炉心溶融および水素爆

発が発生し、国際原子力事象評価尺度のレベル 7（深刻な事故）に相当する多量の

放射性物質が外部環境に放出された。 

この原子力発電所の事故による放射性物質の飛散が、広範囲の水質に影響を及ぼ

すおそれがあることから、厚生労働省は平成 23 年 3 月 19 日の「福島第一・第二原

子力発電所の事故に伴う水道の対応について」により、①水道水が「飲食物摂取制

限」（放射性ヨウ素：300Bq/kg、放射性セシウム：200Bq/kg）を超過した場合は、

飲用を控えること、②生活用水としての利用には問題ないこと、③代替となる飲用

水がない場合には、飲用しても差し支えないとの見解を示した。さらに、3 月 21 日

には「乳児による水道水の摂取に係る対応について」を発出し、4 月 4 日の「今後

の水道水中の放射性物質のモニタリング方針」では、放射性ヨウ素 100Bq/kg を超え

る場合には、乳児による水道水の摂取を控えるよう広報することが求められた。こ

れを受け、3 月 22 日～4 月 1 日までの間に全国 21 水道事業体では主に乳児への摂取

制限が行われた。また、浄水処理後の発生汚泥に含まれる放射性物質という問題が

発生した。東北・関東地方を中心とした多くの水道事業体で放射性物質を含む浄水

発生土を敷地内に保管している状態にあり、このままでは浄水処理を停止する状態

にもなりかねないため、日本水道協会では①国が処分場を確保した上で処分を一元

的に行うこと、②資源化にあたっての明確な安全基準の設定、③作業者の安全を確

保する放射線管理のガイドラインを策定すること、④放射能対策への財政措置を講

じることを国に要望した。 

なお、原子力発電所事故による電力供給不足のため、3 月 14 日～21 日まで計画停

電が実施され、首都圏の水道供給にも影響を及ぼした。 
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